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第１章  学校施設の長寿命化計画の背景・目的  

１．計画の背景及び目的  

全国的に高度経済成長期の昭和 40 年代から 50 年代にかけて児童生徒数が急

激に増加し、これに対応するための学校施設を集中的に整備してきました。そ

れから 40 年以上が経過する現在、施設の老朽化が深刻な問題となっており、安

全安心な学校教育環境を維持するための計画的な対策が求められています。 

京丹後市では令和２（2020）年度現在、小学校 17 校、中学校 6 校、網野学校

給食センター（共同調理場）１施設を有しています。これらの学校施設は、将

来を担う児童生徒の学習・生活の場であるとともに、地域の交流の場でもあり、

さらには地震等の災害時における地域の避難所としての役割も担っています。 

一方で全国的には少子高齢化・人口減少社会が進展してきており、本市にお

いても年少人口及び生産年齢人口が減少し、老年人口は増加していくことが予

測されています。さらに人口構造の変化に起因し、将来的に市税収入の減少や

扶助費等の義務的経費が増大し、財政状況は厳しい状況に直面するものと予測

されており、本市が保有する多くの公共施設等の維持管理・更新等に要する費

用負担は、今後の行財政運営における大きな課題となっています。特に学校施

設は修繕等を含む日常の維持管理だけではなく、教育環境の質的改善のための

整備も必要不可欠ですが、これら学校施設の建替えや改修には多大な財源の確

保が必要になります。 

このような背景を踏まえ、学校施設の実態把握及び分析を行い、本市の実情

に即した基本的な整備方針や施設整備の水準について示すとともに、長寿命化の

観点から中長期的な財政負担の低減及び平準化を図り、社会情勢の変化やニー

ズの多様化に配慮した今後の学校施設の維持管理・更新等を着実に推進するこ

とを目指します。 
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２．計画の位置づけ  

本市が保有する公共施設等に関する現状と課題を分析して、効率的かつ効果

的な維持修繕の実施による施設の長寿命化や保有量の最適化を推進するため、

「京丹後市公共施設等総合管理計画」（令和２年３月改訂）を策定しており、

その中で学校教育系施設の今後の方針としては「学校施設は、学校教育だけで

なく地域にとっても、防災や連帯感も醸成する重要な施設のため定期的な検査

を実施し、予防的な維持補修を行うなど長寿命化を図る対策を検討してま

す。」（抜粋）とされていることから、その方針に基づき、着実に推進する中

長期的な取組みの方向性を示す個別計画として本計画を位置づけています。 

また、国・府の関連計画を踏まえるとともに、「第２次京丹後市総合計画」

の基本理念等に連携し、市の関連計画との整合を図ります。 

  

 

  

図 1-1 京丹後市学校施設の長寿命化計画の位置づけ  
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３．計画期間  

計画期間は令和３年度から令和 12 年度までの 10 年間とします。今後、学校

施設が一斉に大規模改修や更新期を迎えるため、長寿命化計画により、トータ

ルコストの縮減や平準化を図り、部位別や学校別の優先順位を考え、令和３年

度から 10 年間の長期方針と、前期・後期の５年ごとの具体的な整備計画をた

てることとします。なお、今後の学校施設の維持・更新コストについては、長

期的な視点が必要となるため、40 年間を試算期間として設定します。 

 

図 1-2 計画期間 

４．対象施設  

本計画の対象施設は次のとおりとします。 

学校教育施設 施設数  

小学校 17 校 適正配置及び再配置を今後検討  

中学校 6 校 

 

学校給食共同調理場  施設数  

学校給食センター 1 施設 京丹後市学校給食施設整備調査等

を基に設置数は今後検討 
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第２章  学校施設の目指すべき姿  

本市の学校施設の目指すべき姿は、文部科学省の設置する「学校施設の在り

方に関する調査研究協力者会議」における「学校施設整備基本構想の在り方に

ついて」（平成 25 年 3 月）での「学校施設の目指すべき姿」に基づき、次のと

おりとします。 

１．安全性 
○災害対策 
・地震に強い学校施設  
・津波・洪水に強い学校施設  
・防災機能を備えた学校施設  
○防犯・事故対策  
・安全で安心な学校施設 
２．快適性 
○快適な学習環境  
・学習能率の向上に資する快適な学習環境  
・児童生徒の学校への愛着や思い出につなが

り、また、地域の人々が誇りや愛着をもつこ
とができる学校 

・バリアフリーに配慮した環境  
・子どもたちや保護者等が教員を訪れやすい空

間 
○教職員に配慮した環境 
・教職員に配慮した空間 
・教職員等の事務負担軽減などのための校務の

情報化に必要なＩＣＴ環境  
３．学校活動への適応性  
○主体性を養う空間の充実  
・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促す

ための環境 
・子どもたちの教科等に対する興味関心を引

き、自ら学ぶ主体的な行動を促すための空間  
・子どもたちや保護者等が教員を訪れやすい空

間 
・社会性を身につけるための空間  
○効果的・効率的な施設整備  
・習熟度別指導や少人数指導などの、きめ細か

い個に応じた指導を行うための空間  
・調べ学習や習熟度別学習、ティームティーチ

ングなどの多様な学習集団・学習形態を展開
するための空間 

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学
習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果発
表などに活用して学習効果を高めるためのＩ
ＣＴ環境 

・各教科等の授業を充実させるための環境  
○言語活動の充実  
・各教科等における発表・討論などの教育活動

を行うための空間 
・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促す

ための環境 
・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学

習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果発
表などに活用して学習効果を高めるためのＩ
ＣＴ環境 

３．学校活動への適応性（続き） 
○理数教育の充実 
・充実した観察・実験を行うための環境  
○運動環境の充実 
・充実した運動ができる環境  
○伝統や文化に関する教育の充実  
・伝統や文化に関する教育を行うための環境  
○外国語教育の充実  
・外国語活動等におけるジェスチャーゲーム

などの体を動かす活動や、ペアやグループ
での活動など、児童生徒が積極的にコミュ
ニケーションを図ることができるような空
間 

○学校図書館の活用  
・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促

すための環境 
・調べ学習や習熟度別学習、ティームティー

チングなどの多様な学習集団・学習形態を
展開するための空間  

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学
習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果
発表などに活用して学習効果を高めるため
のＩＣＴ環境 

・地域に開かれた学校とするための環境  
・地域の生涯学習の拠点となる学校施設  
○キャリア教育・進路指導の充実  
・充実したキャリア教育・進路指導を行うた

めの環境 
○食育の充実 
・食育のための空間  
○特別支援教育の推進  
・バリアフリーに配慮した環境  
・自閉症、情緒障害又はＡＤＨＤ等のある児

童生徒に配慮した学校施設  
○環境教育の充実 
・地球環境問題への関心を高めるためのエコ

スクール 
 
４．環境への適応性 
・環境を考慮した学校施設（エコスクール）  
 
５．地域の拠点化 
・安全で安心な学校施設 
・バリアフリーに配慮した環境  
・地域に開かれた学校とするための環境  
・地域の生涯学習の拠点となる学校施設  
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第３章  学校施設の実態  

１．学校施設の運営状況・活用状況等の実態  

(1) 対象施設の一覧       （令和２年５月１日現在 学校基本調査より） 

施 設 名 住  所  

延床 

面積 

（㎡） 

建築 

年度 

児童生徒数

（人） 

学級数 

（学級）  

通常学級  
在籍者数  

特別 
支援 

通常 
学級 

特別 
支援 

小
学
校 

峰山小学校  峰山町不断 1 番地 6,262 S39 121 4 8 2 

いさなご小学校  峰山町安 9 番地 4,199 S54 175 4 10 2 

しんざん小学校  峰山町荒山 1300 番地 3,703 H1 197 4 9 2 

長岡小学校  峰山町長岡 60 番地 2,916 S56 61 3 7 1 

大宮第一小学校  大宮町周枳 1552 番地 6,697 S47 404 11 19 3 

大宮南小学校  大宮町奥大野 72 番地 3,920 S55 102 2 7 1 

網野北小学校  網野町浅茂川 1861 番地  7,477 S57 171 17 9 3 

網野南小学校  網野町下岡 180 番地 6,758 S58 153 6 7 1 

島津小学校  網野町島津 1251 番地 2,822 S37 59 2 7 1 

橘小学校  網野町木津 1357 番地 4,076 S63 87 6 7 1 

丹後小学校  丹後町間人 2691 番地 4,572 S55 148 4 8 1 

宇川小学校  丹後町上野 120 番地 3,522 S50 42 3 7 1 

吉野小学校  弥栄町芋野 408 番地 2,512 S52 61 4 8 2 

弥栄小学校  弥栄町木橋 558 番地 4,000 S53 135 3 8 2 

久美浜小学校  久美浜町 3369 番地 4,873 S59 107 6 8 2 

高龍小学校  久美浜町新谷 250 番地  5,307 S41 154 5 7 1 

かぶと山小学校  久美浜町神崎 1603 番地  3,511 S49 145 8 9 2 

小 学 校 計 77,127 － 2,322 92 145 28 

中
学
校 

峰山中学校  峰山町荒山 88 番地 8,570 S54 319 15 13 3 

大宮中学校  大宮町口大野 216 番地  6,792 S58 264 5 11 2 

網野中学校  網野町網野 2696 番地 8,043 S51 307 5 12 2 

丹後中学校  丹後町間人 320 番地 4,921 S39 95 3 6 2 

弥栄中学校  弥栄町溝谷 3300 番地の 1 5,673 S57 113 7 7 2 

久美浜中学校  久美浜町 640 番地 5,812 S57 204 9 9 2 

中 学 校 計 39,811 － 1,302 44 58 13 

学校給食センター  網野町下岡 180 番地 984 S59 - - - - 

共同調理場計  984 － - - - - 

合    計  117,922 － 3,624 136 203 41 

※建築年度は、学校内で（教室棟・特別教室棟など）最も古い建物の建築年度を採用    
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(2) 児童生徒数及び学級数の推移 

■児童生徒数（小中学校別）                      （単位：人） 

 これまでの推移 将来推計 

S63 年

(1988) 

H5 年  

(1993) 

H10 年

(1998) 

H15 年

(2003) 

H20 年

(2008) 

H25 年

(2013) 

H30 年

(2018) 

R2 年

(2020) 

R3 年

(2021) 

R4 年

(2022) 

R5 年

(2023) 

R6 年

(2024) 

小
学
校 

5,590 5,206 4,679 4,217 3,743 3,057 2,520 2,414 2,355 2,333 2,341 2,289 

中
学
校 

3,610 2,726 2,633 2,303 2,061 1,885 1,443 1,346 1,338 1,307 1,243 1,176 

合
計 

9,200 7,932 7,312 6,520 5,804 4,942 3,963 3,760 3,693 3,640 3,584 3,465 

 

■学級数（小中学校別）                       （単位：学級） 

 これまでの推移 将来推計 

S63 年

(1988) 

H5 年  

(1993) 

H10 年

(1998) 

H15 年

(2003) 

H20 年

(2008) 

H25 年

(2013) 

H30 年

(2018) 

R2 年

(2020) 

R3 年

(2021) 

R4 年

(2022) 

R5 年

(2023) 

R6 年

(2024) 

小
学
校 

249 245 231 231 233 201 146 117 116 115 115 115 

中
学
校 

108 90 88 79 76 73 62 45 42 41 38 37 

合
計 

357 335 319 310 309 274 208 162 158 156 153 152 
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(3) 学校施設の配置状況 
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(4) 施設関連経費の推移 

直近５年間の学校施設の整備に関する経費の支出額は、下表のとおりです。

平成 27 年度から 29 年度にかけては、耐震補強工事、普通教室空調化工事のほ

か学校再配置に伴う施設整備事業等を行ったことで、施設整備に関する支出が

大きくなっており、５年間の施設関連経費の平均支出額は約 5.7 億円となりま

す。 

                            （単位：千円） 

 平成 27 年  

(2015 年 ) 

平成 28 年  

(2016 年 ) 

平成 29 年  

(2017 年 ) 

平成 30 年  

(2018 年 ) 

令和元年 

(2019 年 ) 
5 年平均  

施設関連経費合計 708,851 497,709 926,190 353,928 342,097 565,755 

 施設整備費 545,055 338,134 769,226 200,414 202,033 410,973 

  施設整備費 525,887 304,997 700,365 183,140 191,113 381,101 

その他施設整備費  19,168 33,137 68,861 17,274 10,920 29,872 

経常経費 163,796 159,575 156,964 153,514 140,064 154,782 

  維持修繕費 18,077 20,826 12,022 11,160 16,501 15,717 

光熱水費・委託料  145,719 138,749 144,942 142,354 123,563 139,065 

 

図 3-1 施設関連経費の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜用語解説＞ 

・施設整備費    校舎、体育館、給食室の整備に係る費用  

・その他施設整備費 プール、グラウンド、共用設備（受変電、自家発、受水、排水）等

の整備に係る費用 

・維持修繕費    学校施設管理運営事業における修繕費（維持補修費）  

・光熱水費、委託料 施設の維持管理運営に係る電気、水道、ガス、保守などの費用   
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(5) 学校施設の保有量 

市が保有するこの計画の対象施設は、令和２年５月１日時点で 106 棟、総

延床面積は約 11.7 万㎡あります。そのうち築年数 30 年以上の建物床面積は

10.4 万㎡であり、計画対象施設の床面積の 89％を占め、10 年後には約 10.6

万㎡と全体の 91％を占める見込みであり、老朽化が進んでいます。 

また、国が示す長寿命化改良の対象となる築年数 40 年以上の建物は約 4.7

万㎡と全体の 40％を占め、国が示す従来の基準で改築の検討を行う築年数

50 年以上の建物も約 0.9 万㎡の８％が存在している状況であり、４割以上の

建物が既に長寿命化や改築という長期的な視点での投資判断が必要な段階に

あります。 

 

図 3-2 築年別整備状況  
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(6) 今後の維持・更新コスト（従来型） 

建替え中心で、故障や不具合が生じたら改修を行う「従来型」の修繕・改

修を今後も続けた場合、今後 40 年間のコストは 380 億円（年当たり 9.5 億

円）となります。この額は、直近５年間の施設関連経費（平均 5.7 億円）の

1.7 倍に当たります。また、令和３（2021）年度から令和 12（2030）年度の

10 年間では改築が集中するため年当たり 23.3 億円の経費がかかる見込みで

あり、従来の改築中心の整備を継続することは困難であり、対応策を検討す

る必要があります。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年  年  年  

＜従来型イメージ図＞  

図 3-3 今後の維持・更新コスト将来推計  
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２．学校施設の老朽化状況の実態  

(1) 構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 

   学校施設の長寿命化の検討に当たり、長期間にわたって建物を使用するた

めには、構造躯体が健全でなければ安全性が確保できないため、文部科学省

「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年３月）の評価基

準や判定フローに基づき、次のステップで調査します。 

 

【ステップ１】学校施設の全体把握 

ア 対象建物の整理 

    学校施設台帳では、短期間で増築している部分や保有控除部分などが別

棟として登載されているが、改築や改修を一体的に実施することが想定さ

れる建物を、以下のルールに基づき、まとめて１つの建物をして整理しま

す。 

    

（イメージ図）   

・一体的に工事すべき「かたまり」を「ひとつの棟」とし、渡り廊下等は本体の教

室棟と一体とみなす。  

・建物としては一体でも、棟番号が異なる給食室棟やエキスパンションジョイント

で分割された教室棟は、建築年数が近いものは「ひとつの棟」としてまとめる  

・「ひとつの棟」とした場合、建築年度は最も古い建築年度のもの、構造種別は最

大の床面積のもの、階数は最大のものとする。  
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 【ステップ２】老朽化状況の把握 

  ア 構造躯体の評価 

構造躯体の健全性については、築年数及び耐震工事実施の有無を基に、今

後の維持・更新コストに係る資産上の区分を「改築」「長寿命」「要調査」

の３つに区分し評価します。このうち木造の建物や老朽化が著しい建物等は

「要調査」とし、それ以外の建物は「長寿命」とします。 

なお、峰山小学校管理室棟及び高龍小学校寄宿舎は劣化状況が著しく、使

用していないため、本計画における対象施設から除外します。 

 

工
事
実
施
段
階

計
画
策
定
段
階

耐震基準

新耐震基準 旧耐震基準

耐震補強済み

または
耐震診断で耐震性あり

劣化が著しく、多角的な

視点から長寿命化が適さ

ないと考えられるもの

ＲＣ

造

概ね40年以上で

腐食や劣化の進行が

著しいもの

Ｓ造

Ｗ造

等

「長寿命」として試算

ＹＥＳ

ＮＯ

「要調査」

建物

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

「改築」として試算

ＲＣ造以外は、目視状

況により、長寿命化改

修に適さないと考えら

れる場合は、試算上の

区分を「改築」や「要調
査」と記入（選択）する。

躯体の詳細な調査

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄骨造 木造

調査

評価

項目

(例示)

現地目視調査及び材料試験 現地目視調査 現地目視調査

➢ コンクリート圧縮強度

➢ 中性化深さ

➢ 鉄筋かぶり厚さ

➢ 鉄筋腐食状況

➢ 屋上・外壁の漏水状況

➢ 筋かいのたわみ

➢ 鉄骨腐食状況

➢ 非構造部材の取付部・

設備・二次部材安全性

➢ 屋根・外壁の漏水状況

➢ 土台・柱・梁の腐朽

➢ 柱・梁の傾斜

➢ 床のたわみ、床鳴り

➢ 屋根・外壁の漏水状況

判断

長寿命化

躯体の詳細な調査に加えて経済性や教育機能上

などの観点から総合的に判断する＊1

例えば、時を重ねて活用され続けた木造建物等は、それ自体が文化的価値を有することも多く、

改築に際しては、こうした観点からの検討も別途行う必要がある。

＊1

改築

「改築」判断建物には、

耐力度調査を実施して

改築事業の補助対象

になるかどうかを判断

する。

耐力度調査に準じて各

教育委員会で調査項
目・評価指標を設定し

判断する。

図 3-4 長寿命化の判定フロー  
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  イ 構造躯体以外の劣化状況の評価 

    構造躯体以外の劣化状況を把握し、屋根・屋上、外壁は目視状況により

内部仕上げ、電気設備、機械設備は部位の全面的な改修年からの経過年数

と「表 3-5 劣化状況調査表」のチェック事項を基本にＡからＤの４段階で

評価します。 

 

 

 

 

 

  

    

 

 

健全度の算定健全度は、前述のとおり各建物の５つの部位（屋根・屋上、 

外壁、内部仕上げ、電気設備、機械設備）について劣化状況を４段階で評価

し、１００点満点で数値化した評価指標とします。 
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表 3-5 劣化状況調査表  
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表 3-6 老朽化状況と健全性の評価結果  

基準 2020

管理室棟、管理室棟（玄関） RC 2 699 1929 S4 91 旧 － D D D D D 10

教室棟 RC 3 2,046 1964 S39 56 旧 済 済 長寿命 C B D C C 39

特別教室棟 RC 3 1,181 1964 S39 56 旧 済 済 長寿命 C B C C C 50

屋内運動場 RC 1 940 1965 S40 55 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

特別教室棟 RC 3 1,208 1981 S56 39 旧 済 済 長寿命 C B C C C 50

給食棟 S 1 188 1995 H7 25 新 長寿命 B B B C C 66

教室棟 RC 3 1,697 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 A B B C C 68

教室棟 RC 3 1,275 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 A B B C C 68

屋内運動場、渡り廊下 RC 1 811 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 C B B C C 63

給食棟 RC 1 416 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 A B C C C 55

校舎棟 RC 2 1,387 1989 H元 31 新 長寿命 C C B C C 53

校舎棟 RC 2 638 1989 H元 31 新 長寿命 C C B C C 53

屋内運動場 RC 1 822 1989 H元 31 新 長寿命 B C B C C 56

給食棟 RC 1 302 1989 H元 31 新 長寿命 B C B C C 56

情報教育教室棟、情報教育教室棟・廊下 RC 1 92 1989 H元 31 新 長寿命 C C B C C 53

校舎棟 RC 2 195 2003 H15 17 新 長寿命 C C B C C 53

校舎棟 RC 2 267 2017 H29 3 新 長寿命 A A A C C 85

教室棟 RC 2 1,423 1981 S56 39 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

管理棟 RC 2 524 1981 S56 39 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

屋内運動場 RC 1 735 1981 S56 39 旧 済 済 長寿命 B D B C C 47

給食棟 RC 1 234 1981 S56 39 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

教室棟 RC 3 2,489 1972 S47 48 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

渡り廊下、管理棟及び特別教室棟、ＥＶ棟 RC 3 2,521 1973 S48 47 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

プレイルーム RC 1 162 1974 S49 46 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

屋内運動場 RC 1 990 1974 S49 46 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

給食棟、渡り廊下 S 1 265 1974 S49 46 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

管理棟及び特別教室棟 RC 3 270 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

管理棟及び特別教室棟 RC 2 1,526 1980 S55 40 旧 済 済 長寿命 B B C C C 53

教室棟 RC 2 641 1980 S55 40 旧 済 済 長寿命 B B C C C 53

給食棟 RC 1 1,049 1980 S55 40 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

屋内運動場 RC 1 704 1980 S55 40 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

管理棟及び特別棟及び教室棟 RC 2 5,449 1982 S57 38 新 長寿命 C D C C C 31

屋内運動場（大） RC 1 1,017 1982 S57 38 新 長寿命 B D C C C 34

ランチルーム、屋内運動場（小） RC 2 1,011 1983 S58 37 新 長寿命 C D C C C 31

管理棟及び教室棟 RC 3 4,678 1983 S58 37 新 長寿命 D D C C C 29

屋内運動場（大）、給食棟、屋内運動場（小）、廊下 RC 2 2,080 1983 S58 37 新 長寿命 C D B C C 45

管理棟及び教室棟 RC 2 1,565 1962 S37 58 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

特別教室棟、渡り廊下 W 2 278 1962 S37 58 旧 済 済 要調査 D D D D D 10

便所 W 1 46 1976 S51 44 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

屋内運動場、用務員室 RC 1 872 1977 S52 43 旧 済 済 長寿命 B B C C C 53

教室棟、廊下 S 1 61 2003 H15 17 新 長寿命 B B B B B 75

屋内運動場 RC 1 1,438 1988 S63 32 新 長寿命 C C B C C 53

校舎棟 RC 2 2,566 1990 H2 30 新 長寿命 C C C C C 40

会議室 S 1 72 1999 H11 21 新 長寿命 C B B C C 63

大宮南小学校

大宮第一小学校

長岡小学校

網野南小学校

網野北小学校

耐震安全性

西暦
階数

建築年度

試算上
の区分

基準 診断

劣化状況評価

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

建物基本情報 構造躯体の健全

補強

長寿命化判定

構造
延床
面積
（㎡） 和暦

築年
数

しんざん小学校

いさなご小学校

建物名施設名

電
気
設
備

機
械
設
備

健全度
（100点

満点）

峰山小学校

橘小学校

島津小学校

建物情報一覧表 ：築20年未満：築20年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

：築40年以上：築60年以上
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基準 2020

特別教室棟 RC 2 690 1980 S55 40 旧 済 済 長寿命 C C B C C 53

屋内運動場、渡り廊下 S 1 1,003 1998 H10 22 新 長寿命 B B B C C 66

管理棟及び教室棟 RC 2 2,609 2002 H14 18 新 長寿命 B C B C C 56

廊下、給食棟 RC 2 270 2002 H14 18 新 長寿命 B C B C C 56

管理棟及び教室棟 RC 2 1,321 1975 S50 45 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

管理棟及び教室棟 RC 2 1,196 1975 S50 45 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

給食棟 RC 1 114 1975 S50 45 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

屋内運動場 RC 1 891 1975 S50 45 旧 済 済 長寿命 D C C C C 37

管理棟及び教室棟 RC 2 1,671 1977 S52 43 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

屋内運動場 RC 1 610 1977 S52 43 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

給食棟 RC 1 231 1977 S52 43 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

教室棟 RC 2 735 1978 S53 42 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

玄関 RC 3 450 1978 S53 42 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

管理棟及び教室棟 RC 2 1,307 1978 S53 42 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

廊下、教室棟 RC 1 99 1978 S53 42 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

給食棟 RC 1 366 1978 S53 42 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

屋内運動場、渡り廊下 RC 1 887 1978 S53 42 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

特別教室棟 W 1 156 2013 H25 7 新 長寿命 A A A A A 100

管理棟 RC 3 1,941 1985 S60 35 新 長寿命 C C C C C 40

教室棟 RC 3 1,533 1985 S60 35 新 長寿命 D C C C C 37

屋内運動場 S 1 1,007 1984 S59 36 新 長寿命 C C B C C 53

給食棟 RC 1 392 1984 S59 36 新 長寿命 A C C C C 45

寄宿舎 W 2 289 1966 S41 54 旧 － D D D D D 10

管理棟 RC 2 894 1978 S53 42 旧 済 済 長寿命 A B B C C 68

普通教室棟 RC 3 1,123 1988 S63 32 新 長寿命 A B B C C 68

特別教室棟 RC 3 974 1988 S63 32 新 長寿命 A B B C C 68

校舎棟、給食・格技棟 RC 2 931 1989 H元 31 新 長寿命 A B B C C 68

屋体棟 S 1 1,096 1989 H元 31 新 長寿命 D C B C C 51

校舎棟、印刷室 RC 3 1,808 1974 S49 46 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

給食棟 RC 1 365 1990 H2 30 新 長寿命 C B C C C 50

便所・特別教室棟 RC 2 73 1999 H11 21 新 長寿命 C B B C C 63

屋内運動場、特別教室棟、渡り廊下棟、屋外倉庫棟 RC 1 1,265 2012 H24 8 新 長寿命 A A A C C 85

管理棟 RC 3 2,373 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 A C B C C 58

教室棟及び給食棟 RC 3 2,788 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 A C C C C 45

特別教室棟、渡り廊下 RC 2 1,846 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 A C B C C 58

屋内運動場（大） RC 1 1,121 1979 S54 41 旧 済 済 長寿命 C C B C C 53

屋内運動場（小） RC 1 442 1983 S58 37 新 長寿命 C C B C C 53

格技場 W 1 94 1979 S54 41 旧 要調査 D D C C C 29

屋内運動場、屋内運動場階段 RC 2 1,692 1983 S58 37 新 長寿命 A C C C C 45

教室棟 RC 3 2,067 1984 S59 36 新 長寿命 C C C C C 40

管理棟及び教室棟 RC 3 2,094 1984 S59 36 新 長寿命 C C C C C 40

教室棟 RC 3 502 1984 S59 36 新 長寿命 C C C C C 40

廊下、給食棟 RC 3 437 1984 S59 36 新 長寿命 C C C C C 40

耐震安全性

西暦
階数

建築年度

試算上
の区分

基準 診断

劣化状況評価

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

建物基本情報 構造躯体の健全

補強

長寿命化判定

構造
延床
面積
（㎡） 和暦

築年
数

建物名施設名

電
気
設
備

機
械
設
備

健全度
（100点
満点）

大宮中学校

かぶと山小学校

高龍小学校

久美浜小学校

弥栄小学校

吉野小学校

宇川小学校

丹後小学校

峰山中学校

建物情報一覧表 ：築20年未満：築20年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

：築40年以上：築60年以上
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※スクールバス車庫・物置等については別途調査し、劣化状況により取壊し、改築を  

検討する。 

  

基準 2020

旧管理棟 W 1 207 1976 S51 44 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

教室棟 RC 3 2,063 1981 S56 39 旧 済 済 長寿命 B C C C C 43

教室棟 RC 3 1,377 1983 S58 37 新 長寿命 A C C C C 45

廊下、教室棟 RC 2 573 1994 H6 26 新 長寿命 B B B B B 75

屋内運動場、剣道場棟 RC 1 1,824 2001 H13 19 新 長寿命 A A A A B 97

管理棟、渡り廊下 RC 3 1,999 2007 H19 13 新 長寿命 A A A A A 100

特別教室棟、管理棟及び教室棟 RC 3 3,289 1964 S39 56 旧 済 済 長寿命 A C C C C 45

給食棟 RC 1 120 1980 S55 40 旧 済 済 長寿命 C C C C C 40

室内運動場 W 1 269 1976 S51 44 旧 要調査 D C D C C 26

屋内運動場 RC 3 1,243 2012 H24 8 新 長寿命 A A A C C 85

教室棟、教室棟 RC 3 3,367 1982 S57 38 新 長寿命 C C C C C 40

屋内運動場 RC 1 1,148 1982 S57 38 新 長寿命 C C B C C 53

教室棟 W 1 217 1982 S57 38 新 長寿命 C C C C C 40

給食棟 RC 1 445 1992 H4 28 新 長寿命 B C B C C 56

柔剣道場 S 1 496 1987 S62 33 新 長寿命 C C C C C 40

管理棟 RC 3 2,349 1982 S57 38 新 長寿命 A B C C C 55

普通教室棟 RC 3 1,247 1982 S57 38 新 長寿命 A B B C C 68

屋内運動場 S 1 1,094 1982 S57 38 新 長寿命 A C B C C 58

給食棟・柔道場、給食調理室棟 RC 2 682 1983 S58 37 新 長寿命 A B C C C 55

教室棟 RC 3 296 2012 H24 8 新 長寿命 A A A C C 85

学校給食センター 給食センター RC 1 984 1984 S59 36 新 改築 A D C B C 41

耐震安全性

西暦
階数

建築年度

試算上
の区分

基準 診断

劣化状況評価

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

建物基本情報 構造躯体の健全

補強

長寿命化判定

構造
延床
面積
（㎡） 和暦

築年
数

建物名施設名

電
気
設
備

機
械
設
備

健全度
（100点

満点）

弥栄中学校

久美浜中学校

丹後中学校

網野中学校

建物情報一覧表 ：築20年未満：築20年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

：築40年以上：築60年以上
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と
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基
準
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(2) 今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

    建替え中心で故障や不具合が生じたら改修を行う「従来型」から計画的に

機能向上と機能回復に向けた改修を行う「長寿命化型」に切り替えていくた

めには、修繕・改修を建物全体でまとめて実施する必要があります。 

    「長寿命化型」により目標耐用年数を 80 年として改修を行う長寿命化を

した場合、今後 40 年間の維持・更新コストは平準化され、令和３（2021）

年度から令和 12（2030）年度の 10 年間の経費は年当たり 23.3 億円から 9.8

億円に縮減されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 今後の維持・更新コスト将来推計（長寿命化型）  

  

年  
年  

年  

＜長寿命化型イメージ図＞  
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第４章  学校施設整備の基本的な方針等  

１．学校施設の規模・配置計画等の方針  

(1) 学校施設の長寿命化計画の３つの基本方針 

安全・安心で利用しやすい建物の整備

◆ 公共施設等は、社会インフラや行政サービス、地域コミュニティの拠点等として市民生活を

支えています。加えて災害時には、避難ルートや避難場所等、地域防災の要として市民の生命
を守る防災機能も有しています。今後も「災害に強く、安心して暮らせるまちづくり」を推進

できるよう、適切かつ的確に、施設の老朽化対策や防災機能の向上を図ります。

京丹後市公共施設等総合管理計画

◆ 学校施設は、児童生徒の学習・生活の場であり、より良い教育活動を行うためには、その

安全性・機能性の確保は不可欠であり、学習形態の変化に応じた環境の整備を図ります。
また、災害・事故等から児童生徒の生命を守り、地域の避難所としての役割を果たす施設

であるため、防災機能の強化に向け推進します。

学校施設長寿命化計画

方針１

適切な維持管理

◆ 少子高齢化や人口減少社会が進行する中で、公共施設等を取巻く環境の変化や市民生活の

様々な課題に対応するなど、「地域生活に活力を生む社会基盤整備」を進めていきます。
また、市民が安心して利用できる公共施設等を将来にわたって持続的に提供するため、公

共施設等の有効活用と効率的かつ効果的な管理を行います。

京丹後市公共施設等総合管理計画

◆ 施設の機能や性能に不都合が生じてから修繕を行う「事後保全型」の管理方法から、損傷

が軽微である早期段階に予防的な修繕等を実施する「予防保全型」の施設管理へ転換するた
め、長寿命化改修を計画的に実施し、適切な維持管理に努めます。

学校施設長寿命化計画

方針２

集約化・統廃合による総量抑制

◆ 持続可能な行財政運営を実現するため、施設の在り方については、社会情勢の変化、市民

と行政との適正な役割分担、今後の財政状況等を踏まえ、「市が引き続き設置し、サービス
を提供し続ける必要があるのか」「効率的・効果的な管理運営方法となっているのか」など

の観点から、施設の利用状況、維持管理経費、老朽化の状況等も勘案して見直しを図ります。

京丹後市公共施設等総合管理計画

◆ 教育面から適切な集団教育の場としての学校機能が十分に発揮され、また、少人数教育等

が行えるよう、一定の学校規模の維持に努めながら、児童生徒数の動向や財政状況に応じて
将来的に持続可能な保有総量となるように、集約化・統廃合を図り、施設面積や規模の総量

抑制を図ります。

学校施設長寿命化計画

方針３
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 (2) 学校施設の規模・配置計画等の方針 

 本市では平成 22 年 12 月に京丹後市学校再配置基本計画を策定し、10 年間

の計画期間で学校の適正規模や適正配置を考え、取組みを進めてきました。 

当該計画策定に当たっての基本的な考え方として、児童生徒等にとって望

ましい学習集団や生活集団を形成し、より良い学習環境を創造するとともに

教育内容や教育条件等の質の向上を図るため、学校規模の適正化に取り組む

ものであり、また併せて、地域の中での学校の役割が通学距離、通学路の安

全確保等に十分配慮し、保護者、地域住民の理解と協力を得られるものであ

るものとされています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、「京丹後市学校再配置基本計画実施方針」に基づき、平成 24 年

度から平成 31 年度にかけて学校再配置事業に取り組み、学校数については、

平成 22 年時点では小学校 30 校で中学校９校でしたが、令和２年度末では小

学校 17 校、中学校６校となりました。 

これまでの学校設置の経過や現状を踏まえ、基本的な方針等を継承しつつ

次期計画が策定検討されており、今後も児童生徒数の減少により適正な学校

規模となることが困難な小規模校について、児童生徒数の推移や学校施設の

老朽化への対応等を総合的に勘案しながら、計画的に適正規模化に向けた適

正配置を進めます。  

○京丹後市における学校の適正規模  

・小学校では、法令面やクラス替えが可能である１学年２～３学級を適正規

模とする。 

・中学校では、クラス替えが可能で集団競技の実施など望ましい教育活動を

円滑に行うことが確保できる１学年３～６学級を適正規模とする。  

・小規模校が多い京丹後市の現状を踏まえ、適正規模に達しない場合でも、

小学校においては６学級以上で１学級 20 人を下回らないこと、また、中

学校においては１学年あたり２学級以上の学校規模の形成を目指す。 

「京丹後市学校再配置基本計画」（平成 22 年 12 月）抜粋 
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２．改修等の基本的な方針  

(1) 長寿命化の方針 

長寿命化とは、施設をできる限り長く使い続けるため、必要な整備を適切

に行うこととします。本計画では、「長寿命化改良」「大規模改造」「大規

模修繕」「定期更新」「応急修繕」（以下「改修等」という。）といった長

寿命化手法により、建物の目標使用期間に応じて適切に改修周期を構築し、

持続可能な財政運営を進めながら学校施設の長寿命化を図ります。 

また、本市の厳しい財政状況を踏まえ、中長期的な維持・改修等に係るト

ータルコストの縮減や予算の平準化を実現するため、長寿命化手法について

は費用対効果など経済的な比較検討を行い、施設の更新を含めて優位となる

手法を選択します。 

なお、改修等を行う場合は、施設全体が将来にわたり効果的に使用・利活

用できる計画とします。長寿命化改良事業を行う場合、施設をその後 30 年

間使用することになり、用途変更や財産処分が制限されるため、前述の学校

施設整備の基本的な方針に従い、関連する計画との整合が図れるよう、事前

に関係部署と十分な調整を行い、施設を有効に利用していく必要があります。 

(2) 予防保全の方針 

児童生徒等の安全性を確保し、学校施設をできる限り長く使うためには、

適切な維持管理を行っていくことが重要です。そのためには、老朽化による

耐力低下・劣化・破損等の大規模な不具合が生じた後に行う「事後保全」で

はなく、損傷が軽微である早期段階から予防的な修繕等を実施することで、

機能・性能の保持・回復を図る「予防保全」を行うことが必要です。今後は

予防保全を実施していくうえで、適切な周期で修繕等を実施するとともに定

期的な施設点検の実施サイクルの構築を進めます。 

 (3) 目標耐用年数の設定 

日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」をもとに、鉄筋コンク

リート造の校舎については、目標耐用年数をおおむね 80 年と設定すること

とし、また国の整備方針に基づき、大規模改造を建築後 20 年と 60 年で実施

し、長寿命化改修を建築後 40 年で実施していくことが望ましいと考えま

す。  
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図 4-1 長寿命化のイメージ  

長寿命化の目標耐用年数を 80 年としてイメージした場合の比較 

改修内容 改修周期 工事内容 

改築中心の場合 
【事後保全型】 

建築後 20 年目に 
大規模改造 

建築後 40 年目に 
改築 

大規模改造 2 回 
改築 2 回 

長寿命化の場合 
【予防保全型】 

建築後 20・60 年目に
大規模改造 

建築後 40 年目に 
長寿命化 

大規模改造 2 回 
長寿命化 1 回 
改築 1 回 

年  年  年  

年  
年  年  

＜再掲（P.19）＞ 

＜再掲（P.10）＞ 
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第５章  基本的な方針等を踏まえた施設整備 の水準等  

１．改修等の整備水準  

構造躯体の長寿命化やライフラインの更新等により建物の耐久性を高めると

ともに、省エネ化や多様な学習活動に対応する施設環境が確保されるなど、新

しい時代の学びを支える安全・安心な施設改修を考慮し、整備レベルの統一を

図ります。次の表に示す各部位のおおむね中等レベル（橙着色部）を基本とし

ますが、改修時の施設の状況や財政状況等を勘案して、詳細は別途定めるもの

とします。 

  整備レベル

トイレ

手洗

冷暖房

換気

バリアフリー

耐震

電
気
設
備

受変電設備

照明器具

機
械
設
備

給排水設備

衛
生
設
備

空
調
設
備

部位

外
部
仕
上
げ

屋根・屋上

外壁

外部開口部

内
部
仕
上
げ

教室等

建具

トイレ

外断熱

アスファルト防水

外断熱

シート防水

アスファルト・

シート・塗膜防水

高 低

フッ素系塗料

外断熱

シリコン系塗料

内断熱

アクリル系塗料

断熱なし

ウレタン系塗料

内断熱

サッシ交換

（複層ガラス等）

既存サッシのガラス交換

（複層ガラス等）

シーリング打替え

開閉調整程度

床補修、壁・天井

塗替え（部分補
内装の全面撤去・更新 既存のまま

金物交換

塗装改修

扉更新

（木製・軽量鋼製）
既存のまま

床補修

壁・天井塗替え

内装の全面撤去・更新

ドライ化
既存のまま

太陽光発電 自家発電設備 屋外キュービクル屋内キュービクル

LED照明（昼光利

用制御センサー付）

LED照明

（センサー無し）
蛍光灯

給水設備改修

雨水・中水利用
給排水設備改修 既存補修

温水洗浄便座

節水型

洋式化

節水型
既存のまま

自動水栓 一般型

普通・特別教室

空調機設置

普通教室

空調機設置
設置なし

全熱交換器設置 換気扇設置
設置なし

（自然換気）

手摺・スロープの設置、段差解消 既存のまま

非構造部材の耐震化
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２．維持管理の項目・手法等  

各施設の維持管理を効率的・効果的に実施するため、本計画策定の際に作成

した「表 3-5 劣化状況調査表」を活用し、今後も継続的に点検・評価を実施し

ます。 

なお、点検・評価については３年から５年周期で実施し、特に劣化が著しく

進んでいる施設は重点的に行い、財政状況や市全体の施策との調整を図りなが

ら、計画的な部位修繕を実施し、教育環境水準の維持に努めます。 

  

第６章  長寿命化の実施計画  

１．改修等の優先順位付けと実施計画  

学校施設の維持管理、更新・改修に要する経費の縮減と平準化を図るため、

改修は以下の表のとおり、健全度が低く、古い建物を優先することを基本とし

ます。また併せて、建物の立地場所・隣接地への影響など総合的に判断すると

ともに、「京丹後市学校再配置基本計画」との整合性を図りながら、それぞれ

の建物にふさわしい改修時期や実施回数、施設使用年数の検討を進めます。 

 

表 6-1 改修等の優先順位の考え方  

 施設の健全度 

Ⅰ 

（ 0～ 30 点） 

Ⅱ 

（ 31～ 60 点） 

Ⅲ 

（ 61～ 80 点） 

Ⅳ 

（ 81～ 100 点） 

築
年
数 

ａ 

（ 60 年以上） 

優先度 

１ 

優先度 

２ 

優先度 

３ 

優先度 

４ 

ｂ 

（ 40～ 59 年） 

優先度 

２ 

優先度 

３ 

優先度 

４ 

優先度 

５ 

ｃ 

（ 20～ 39 年） 

優先度 

３ 

優先度 

４ 

優先度 

５ 

優先度 

６ 

ｄ 

（ 1～ 19 年） 

優先度 

４ 

優先度 

５ 

優先度 

６ 

優先度 

７ 
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表 6-2 改修等の優先度分布（棟別）  
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築年数及び健全度より分類された優先度をもとに改修工事を計画するものと

しますが、直近５年間の整備事業としては、現在改修工事の実施を予定してい

る「トイレ洋式化事業」「中学校特別教室空調化事業」を優先的に進めます。

また、築年数の古い施設では標準的な更新年数をかなり経過した設備などもあ

るため、不具合等が生じた場合には、施設を安全な状態で維持し、健全な教育

環境を保つために必要な最小限度の保全を図り、その後に予防保全（長寿命

化）へ移行していくものとします。長寿命化改修事業については、「表 6-2  

改修等の優先度分布（棟別）」の優先度の高いものから順に実施していきます

が、優先度１及び優先度２に分類されている建物については、築年数も長く老

朽化も著しいため、除却又は改築を実施することも視野に入れ検討進めること

とし、優先度３及び優先度４に該当する建物の割合が多い学校から長寿命化改

修を実施するものとします。また、本市の学校施設は築 40 年前後の建物が多

く、ほとんどが優先度３及び優先度４に分類されますが、その中で関連計画や

当該建物の立地、劣化状況を考慮した上で優先順位を決め、改修工事を実施し

ます。 

なお、給食センターについては、施工場所の決定後に設計を着手し、令和５

（2023）年度から令和６（2024）年度にかけて改築工事を実施します。  

■ 直近５年間の整備計画  
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図 6-3 直近の整備計画  

 

２．長寿命化のコ ストの見通し、長寿命化の効果  

本市の学校施設の築年数 40 年前後がほとんどであるため、本来であれば

P.19「図 3-8 今後の維持・更新コスト（長寿命化型）」のとおり、長寿命化

改修工事を同時期（2022 年から 2024 年）に実施する必要がありますが、本市

の厳しい財政状況を考慮し、長寿命化改修工事の後倒し及び改築工事の前倒し

を検討し今後 40 年間の長寿命化による維持・更新コストの総額 321 億円を平

準化します。（「図 6-4 今後の維持・更新コスト（長寿命化型）平準化」参

照） 

平準化された今後 40 年間の整備計画としては、直近４年間は当初より予定

していた整備事業（トイレ洋式化・特別教室空調化）を進め、以降 10 年間は

長寿命化改修が中心となり、その後の 25 年間は改築が中心の整備となります

が、個々の学校施設の長寿命化だけでは限界があることから、財政とコストの

乖離を埋めていくため、学校施設の配置や規模、運営面・活用面等に及ぶ多面

的な見直しが必要であり、適正化に向けた総合的な取組みの方針を明確にする

必要があります。 

（2021 年） （2025 年） （2024 年） （2023 年） （2022 年） 
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平準化  

※再掲（P.19）図 3-8 

図 6-4 今後の維持・更新コスト（長寿命化型）平準化  
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第７章  長寿命化計画の継続的運用方針  

１．情報基盤の整備と活用  

本計画策定の際に取りまとめた点検・評価したデータをベースに、各施設の

状態や修繕、機器等交換履歴、故障の発生状況及び改修工事の実績情報を蓄積

していくとともに、定期的・日常的な安全点検等の結果も反映し、情報の一元

化を図ることで、適切な施設管理を推進します。 

 

２．推進体制等の整備  

 学校施設は、学習・生活の場、地域交流の場、災害時の避難所としての機能

を維持しつつ、市全体の財政状況や公共施設の在り方に対応しなければなりま

せん。 

 そのため、本計画は学校施設管理の部署を中心に施設マネジメントを行うだ

けでなく、学校の管理者である学校長と連携して施設の状態把握に努めるとと

もに、市長部局の建築技師からの指導・助言や防災担当との連携強化を図り、

市全体の施設情報の共有化や、効率的・効果的な公共施設等のマネジメントを

総合的に推進する必要があります。 

 

３．フォローアップ  

学校施設の老朽化が進行する中、学校を取り巻く環境の変化、児童生徒数の

推移等に対応するため、施設の状況と社会情勢等を的確に把握し計画に反映す

る必要があります。 

本計画は、計画期間を 10 年間とし、「京丹後市総合計画（基本計画）」をは

じめ「京丹後市公共施設等総合管理計画」、「京丹後市学校再配置基本計画」

を踏まえたうえで、５年を目途にフォローアップを行い、学校施設の点検・評

価結果の更新や関係部局からの情報、社会情勢の変化や財政状況等を総合的に

判断しながら計画の見直しを行います。 
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